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はじめに 

 

 損害保険契約者保護機構(以下、本誌では「当機構」といいます。)は、平成

13年 4月 1日、第一火災海上保険相互会社が保有していた保険契約を引き受け

るとともに、同日付で当機構に管理本部を設け、当該保険契約の管理および処

分に関する業務を執り行っています。 

 本誌は、保険業法第 270条の 6第 2項第 1号により適用される同法第 111条

に基づく２０２３年版ディスクロージャー資料として作成したものです。 

 本誌が、当機構が執り行っている保険契約の管理処分業務をご理解いただく

一助となれば幸いです。 
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Ⅰ．当機構の概況および組織（令和５年７月１日現在） 

 

  当機構は、損害保険会社が経営破綻した場合に、破綻損害保険会社の保険契約者を保

護し、もって保険業に対する信頼性を維持することを目的として、保険業法に基づき、

平成 10 年 12 月に大蔵大臣（当時）の認可を受けて設立された法人です。  

  当機構には、日本国内において損害保険業を営む免許を受けたすべての損害保険会社

が加入を義務付けられています。（再保険契約のみ、船主等責任保険契約のみに係る業務

を営む保険会社は除かれています。） 

 

１．経営の組織  

（１）組織  

  当機構は、当機構の業務の一部として、平成 13 年 4 月 1 日付で、平成 12 年 5 月に破

綻した第一火災海上保険相互会社（以下、本誌では「第一火災社」といいます。）が保有

していた保険契約を引き受け、専務理事の管轄の下に管理本部を設置して、当該保険契

約の管理および処分に関する業務（以下、本誌では「管理処分業務」といいます。）を執

り行っています。  
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（２）事務所の所在地  

 ①事務局 

  〒101-8335 東京都千代田区神田淡路町２丁目９番地 損保会館２階 

  TEL (03)3255-1635 

 

 ②管理本部 

  〒101-8335 東京都千代田区神田淡路町２丁目９番地 損保会館２階 

  TEL (03)6262-9465（代表番号） 

  TEL (03)6262-9718（業務部・損害サービスセンター） 

 

  カスタマーセンター 

  〒101-8335 東京都千代田区神田淡路町２丁目９番地 損保会館２階 

  TEL 0120-557-543（フリーダイヤル） 

 

 

２．役員の状況  

役 職 名     氏  名 主 な 職 業 等 

理 事 長     那 須 弘 平 あさひ法律事務所（弁護士） 

専務理事 浅 野  洋   

理  事 落 合 誠 一 東京大学名誉教授  

理  事 高 橋 宏 志 東京大学名誉教授  

理  事 沖 野 眞 已 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

理  事 広 瀬 伸 一  
東京海上日動火災保険株式会社  

取締役社長（代表取締役） 

理  事 石戸谷 浩 徳 
共栄火災海上保険株式会社 

代表取締役社長、社長執行役員 

監  事 英   公 一 公認会計士  
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Ⅱ．当機構管理本部の主要な業務の内容 

 

１．概要 

（１）管理処分業務の基本方針 

  当機構は、前述のとおり、平成 13 年 4 月 1 日付で、平成 12 年 5 月に破綻した第一火災社

が保有していた保険契約を引き受け、当該保険契約の管理処分業務を執り行っています。 

 当機構による管理処分業務は、保険契約者等の保護を図り、もって保険業に対する信頼性

を維持することを目的としていること、および管理処分業務が当機構の会員会社の負担金に

より運営されていることを考慮して、保険契約者等の保護、業務運営の効率性および資産運

用等における安全性に留意して行うこととしています。 

 

（２）管理処分業務の範囲 

    当機構の管理処分業務には、次の業務が含まれています。 

   ・保険契約に基づく保険料の収受 

   ・保険金、返れい金その他の給付金の支払い 

   ・保険契約に基づき保険料として収受した金銭その他の資産の運用 

   ・保険契約に係る再保険契約の締結 

   ・保険契約に基づく損害のてん補 

   ・保険契約に基づく保険契約の解除 

   ・保険契約の内容の変更 

   ・締結した再保険に係る業務 

   ・これらの業務に附帯する業務（訴訟、保険料控除証明書の発行、質権設定の承認等） 

 

  なお、当機構は、新たな危険を負担し、または当機構が負担する危険を著しく変更もしく

は増加させることとなる保険契約の内容の変更を行わないこととしていますので、上記管理

処分業務には、新規および更改・継続契約（長期保険に付帯されている地震保険に関する法

律の規定に基づく地震保険の継続契約を除きます。）の引受けはもちろんのこと、割増保険

料の収受が必要な追加危険や増加危険の引受けを伴う契約条件の変更は含まれていません。

したがって、必要な場合には、当機構との保険契約を解除して、他の損害保険会社と新たな

保険契約を締結していただくことになります。 

 この取扱いの例外として、平成 13 年 4 月 1 日付で当機構が保険契約を引き受けた時の契

約条件変更によって保険金が縮減支払いとなる契約について保険金支払割合を 100%に復元

する特約（「保険金の支払に関する特約条項」）を、当機構で引き受けています。 

 

（３）ご契約者に対する窓口 

    当機構は、一般の損害保険会社のように、営業部支店・課支社等や代理店・外務社員等の

営業体制・要員を持っていません。ご契約者からの契約内容、満期返れい金および解約返れ

い金に関する照会等の各種照会・相談ならびに住所変更等の契約内容の変更通知、解約（契

約解除）請求、上述の「保険金の支払に関する特約条項」に関する照会・申込み等について
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は、カスタマーセンター（フリーダイヤル 0120-557-543）で承っています。 

 

  なお、上記カスタマーセンターのフリーダイヤルの受付時間は、土日祝日および年末年始の一

定日を除く 9:30～17:00 です。 

 

（４）事務等の委託 

  当機構が行う管理処分業務については、その事務処理を当機構 100%出資子会社の保護機構

事務サービス株式会社（資本金 5,000 万円、本社所在地：東京都千代田区神田淡路町 2-9  

以下、本誌では「事務サービス社」といいます。）に委託しています。また、コールセンタ

ー業務および保険契約の管理・保全等の事務全般については、株式会社アグレックスに、情

報処理全般については、株式会社アイネスにそれぞれ委託しています。 

 

２．取扱い保険種目 

 主に次のものがあります。 

 なお、当機構が取り扱っている保険種目は、当機構が第一火災社から引き受け、まだ保険

責任が終了していない契約に対応するものに限られます。（令和 5 年 7 月 1 日現在） 

 

・普通火災保険                 

・住宅火災保険 

・住宅総合保険 

・店舗総合保険 

・地震保険 

・介護費用保険 

  （※）マルマル火災保険等の積立保険については平成 29 年度末までに、傷害保険については
平成 31 年度末までに、全ての保有契約が満期を迎えました。 

 

３．保険料の収受 

  保険料の払込方法が一時払い以外の契約においては、銀行等の口座振替または当機構専用

払込票による郵便局からの払込みによって、約定の回払い（月払いまたは年払い）保険料を

当機構にお支払いいただくことになっています。 

 

４．異動・解約等の手続き 

（１）異動・解約等の手続き 

保険期間の途中でご契約者から当機構に保険契約の異動・解約（解除）等のお申し出があ

った場合には、ご契約者あてに手続書類をお送りします。当該解約（解除）に伴って解約返

れい金が生じる場合には、ご契約者から所定の書類を受領次第、解約返れい金をご指定の金

融機関の口座にお振り込みします。 

なお、ご契約者から当機構に保険契約の解約（解除）のお申し出があったときは、その解

約受付日以降の事故は、保険契約による補償を受けられなくなります。 
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（２）ダイレクトメール等によるご契約内容の確認 

保険期間が長期の火災保険、介護費用保険等のご契約者に、現在のご契約内容をお知らせ

するために、年に１度、ダイレクトメールを送付しています。 

また、直近１年以内にコンタクトのない介護費用保険のご契約者に対しまして、お電

話および簡易書留によりご契約継続の意思を確認しています。 

 

（３）親族連絡先制度 

ご契約者へ連絡が取れない等の万一の場合に、あらかじめ登録いただいたご親族の方と連

絡を取らせていただくことで、ご契約者への連絡や保険契約に係る各種手続きについてご支

援いただくことを目的とした、親族連絡先制度を導入しています。 

 

５．保険金の支払い 

（１）保険金の支払いの仕組み 

  ①事故発生の連絡 

    保険契約による補償の対象となるような事故が発生した場合には、後記（２）の事故サ

ービス窓口に、事故および損害の状況等を電話でご連絡いただきます。担当窓口では、該

当する保険契約の内容と照合し、発生した事故が保険金支払いの対象となるかどうかを判

断して、必要に応じ、初期対応のアドバイスや保険金請求手続きの流れをご説明します。 

 

  ②損害額・保険金の算出 

   罹災状況（火災保険）や日常生活動作（介護費用保険）等の確認を行い、個々の保険契

約の内容に照らして検討した結果、保険金支払いの対象となることが確定した場合は、お

支払いする保険金の額を算出します。 

 

  ③保険金の支払い 

お支払いする保険金の額が決定後、所定の保険金請求書一式をご提出いただきます。当

該書類一式を受領次第、保険金をご指定の金融機関の口座にお振り込みします。 

 

（２）事故サービス窓口 
名 称 所在地 電話番号 

損害サービス 

センター 

〒101-8335  東京都千代田区神田淡路町 2-9 

損保会館 2 階 

0120-685-835（ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ） 

または(03)6262-9718 

 (注)受付時間は、土日祝日および年末年始の一定日を除く 9:00～17:00 です。 
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６．再保険 

（１）保有契約に係る再保険（出再保険） 

当機構では、保有契約規模の現状および今後の見通し、ならびに中長期的な費用対効果を

勘案して、平成 18 年度から再保険契約の締結を取りやめています。 

 

（２）再保険の引受（受再保険） 

3 ページの１．（２）で述べたとおり、当機構では、新規および更改・継続契約の引受けは

行いませんので、新たな再保険の引受けは一切ありませんが、第一火災社が過去に引き受け

た国内外の再保険契約に係るラン・オフ（残存）責任を引き受けており、管理処分業務の一

環として、当該再保険契約の内容に従い、また、所定の削減を行ったうえで、再保険金の支

払いを行っています。 
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Ⅲ．当機構管理本部の主要な業務に関する事項  

  

１．直近の事業年度における事業の概況  
 

管理処分業務の特性から、業務開始から 22 年目に当たる当事業年度においても、保

有契約件数の減少（当期末保有件数 1,957 千件、対前期末比減少率 11.7％）および運用

資産の減少（当期末運用資産 1,343 百万円、対前期末比減少率 48.5％）が続いています。 

保有契約の減少に伴い、システム面では継続的にセキュリティ対策を行い、システム

の維持・保全に取り組むとともに、システム開発を法制度や契約者サービス等に係る最

小限のものとする等、システムコスト削減にも努めてきました。 

ご契約者への対応業務では、新型コロナウィルス感染症への感染防止対策を実施する

とともに、解約返れい金の支払いおよび保険金の支払いについて、適正・迅速に対応し

てきました。また、長期の補償期間を有する介護費用保険のご契約者に対し、契約内容

のご案内を継続的に実施しています。 

内部管理面では、各事案について丁寧かつタイムリーな対応の実践、また、契約者情

報等個人情報の厳正管理・漏洩防止等コンプライアンスの遵守徹底を図り、適正な業務

遂行に努めました。顧客保護については、「親族連絡先制度」を活用し、高齢化している

ご契約者との接点強化に努めています。 

一方、経費等については、引き続き厳格な予算統制の実施により、支出の抑制に努め

ました。管理本部および事務サービス社の従業員は、平成 13 年度は 330 名、当事業年度

は 12 名となりました。また、事業費(除く諸手数料及び集金費)は、平成 13 年度は 7,174

百万円、当事業年度は 323 百万円でした。 

資産の運用に当たっては、引き続き当機構の財産運用方法書に定める基準に基づいて

流動性の確保および健全性の維持等を基本とした適切な運用に努めました。 

総資産は前期 2,637 百万円から 1,354 百万円となり、資産と負債の圧縮傾向は続いて

います。このような状況の中、当事業年度の損益は、次のとおりとなりました。 

経常収益は、保険引受収益が 1,044 百万円、資産運用収益が 0 百万円、その他経常収

益が 8 百万円、一般勘定より受入が 19 百万円となった結果、1,073 百万円となりました。 

一方、経常費用は、保険引受費用が 1,141 百万円、営業費及び一般管理費が 274 百万

円、その他経常費用が 11 百万円となった結果、1,428 百万円となりました。 

この結果、経常損失は、355 百万円となり、当期純損失金は、355 百万円となりまし

た。 

 

保険引受収益のうち、正味収入保険料は、解約返れい金等の支払いが、保有契約から

の分割払収入保険料を上回ったため、△46 百万円となりました。普通責任準備金につい

ては、保険業法第 121 条第 1 項第 1 号の事項を保険計理人が確認した結果、責任準備金

の水準について将来の債務の履行に支障を来すおそれがあるとの意見書が提出されまし

た。そのため、保険業法第 265 条の 40 に規定する保険特別勘定に係る「保険料及び責任

準備金の算出方法書の変更認可申請」を行い認可されましたので、2,825 百万円を追加

して積み立てました。異常危険準備金については、積立上限額（再現期間 70 年に対応す
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る自然災害が発生した場合の推定支払保険金の額）の積立を完了しています。責任準備

金全体では、保有契約の減少等により 1,090 百万円の戻し入れとなりました。 

保険引受費用のうち、正味支払保険金は、台風等の自然災害の支払影響等により、865

百万円となりました。支払備金については、火災保険のＩＢＮＲ備金等の増加により、

151 百万円の繰り入れとなりました。 

 

利息及び配当金収入は、0 百万円となりました。 

 

決算数値に関してご理解いただきやすくするために、次ページに『損益のフローチャー 

ト』を掲載しましたのでご参照ください。 

 

 

  （注）本誌（以下の諸表を含みます。）における各計数については、保険料等の金額は、記載単位未満

を切り捨てて表示し、増減率等の比率は、小数点第 2 位を四捨五入し小数点第 1 位まで表示し

ています。また、本誌（以下の諸表を含みます。）保険種目の区分として表示していたマルマル

保険（マルマル火災、マルマル傷害）については、保険契約が全て満期となったため、表示を

省略しています。 
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損益のフローチャート 

（詳細については、損益計算書および同注記等をご参照ください。） 

                  

保険引受損益 （単位：百万円）            

収益（＋） 
正味収入 

保険料 

責任準備金  

戻入額 

Ⅰ      1,044 △46 1,090 

費用（－） 
正味支払 

保険金(注) 

諸手数料 

及び集金費 

支払備金 

繰入額 

その他保険 

引受費用等 

Ⅱ      1,141 914   69 151 6 

 (注)損害調査費を含んでいます。 

資産運用損益 

収益（＋） 
利息及び 

配当金収入 

Ⅲ          0   0 

費用（－） 

Ⅳ        －  

 

その他経常損益 （ 経常収益 8 － 経常費用 11 ） 

Ⅴ △3 

   

一般勘定より受入（＋） 

Ⅵ 19 

   

営業費及び一般管理費（－） 

Ⅶ 274 

   

特別損益    

Ⅷ － 

   

当期純利益金又は当期純損失金（△） 

Ⅸ △355 

（Ⅰ－Ⅱ＋Ⅲ－Ⅳ＋Ⅴ＋Ⅵ－Ⅶ＋Ⅷ） 
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２．直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標 

 

（単位：百万円） 

年 度 

項 目 
平成 30 年度 平成 31 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

経 常 収 益 32 1,014 1,121 1,302 1,073 

経 常 利 益 又 は 

経 常 損 失 （ △ ） 
△2,694 △1,053 △367 2 △355 

当 期 純 利 益 金 

又 は 当 期 純 損 

失 金 （ △ ） 

△2,695 △1,053 △368 10 △355 

純 資 産 額 △7,733 △8,820 △9,215 △9,213 △9,568 

総 資 産 額 7,652 5,522 3,966 2,637 1,354 

責 任 準 備 金 

残 高 
13,579 12,678 11,522 10,287 9,197 

貸 付 金 残 高 － － － － － 

有 価 証 券 残 高 2,498 2,264 2,237 128 128 

従 業 員 数 ( 注 ) 3 名 3 名 3 名 3 名 3 名 

正 味 収 入 

保 険 料 
△92 △79 △81 △53 △46 

（注）当機構管理本部の従業員数 
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３．直近の２事業年度における業務の状況を示す指標等 

 

（１） 主要な業務の状況を示す指標等 

 

①正味収入保険料の額および元受正味保険料の額 

●正味収入保険料 

（単位：百万円、％） 

年度 

種目 

令和 3 年度 令和 4 年度 

 構成比 増加率  構成比 増加率 

火 災 保 険 △21 － － △22 － － 

介護費用保険 △32 － － △23 － － 

その他の保険 0 － － 0 － 1,304.2 

合    計 △53 － － △46 － － 

（注）正味収入保険料：元受正味保険料および受再正味保険料から支払再保険料を控除したものをい

います。 

 

●元受正味保険料（含む収入積立保険料） 

（単位：百万円、％） 

年度 

種目 
令和 3 年度 令和 4 年度 

 構成比 増加率  構成比 増加率 

火 災 保 険 △11 － － △15 － － 

介護費用保険 △32 － － △23 － － 

その他の保険 △0 － － △0 － － 

合    計 △44 － － △38 － － 

（注）元受正味保険料（含む収入積立保険料）：元受保険料から元受解約返れい金および元受その他返

れい金を控除したものをいいます。（積立保険の収入積立保険料を含みます。） 
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②受再正味保険料の額および支払再保険料の額 

●受再正味保険料 

（単位：百万円） 

年 度 

種 目 
令和 3 年度 令和 4 年度 

火 災 保 険 － － 

介護費用保険 － － 

その他の保険 0 0 

合    計 0 0 

 

●支払再保険料 

（単位：百万円） 

年 度 

種 目 
令和 3 年度 令和 4 年度 

火 災 保 険 9 7 

介護費用保険 － － 

その他の保険 － － 

合    計 9 7 

 

③解約返れい金の額および保険引受利益の額 

●解約返れい金 

（単位：百万円） 

年 度 

種 目 
令和 3 年度 令和 4 年度 

火 災 保 険 9 9 

介護費用保険 33 24 

その他の保険 0 0 

合    計 42 33 

  （注）解約返れい金：元受、受再および積立の各解約返れい金の合計額をいいます。 
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●保険引受利益 

（単位：百万円） 

年 度 

区 分 
令和 3 年度 令和 4 年度 

保 険 引 受 収 益 1,279 1,044 

保 険 引 受 費 用 1,044 1,141 

営業費及び一般管理費 246 270 

そ の 他 収 支 － － 

保険引受利益又は 
保険引受損失(△) 

△12 △367 

（注）保険引受利益・保険引受損失＝保険引受収益－保険引受費用－保険引受に 

係る営業費及び一般管理費＋その他収支 

 

④正味支払保険金の額および元受正味保険金の額 

●正味支払保険金 

（単位：百万円、％） 

年 度 

種 目 

令和 3 年度 令和 4 年度 

 構成比 増加率  構成比 増加率 

火 災 保 険 642 70.0 △25.5 612 70.8 △4.6 

介護費用保険 273  29.8 11.0 252  29.2 △7.6 

その他の保険 2 0.2 － 0 0.0 △95.9 

合    計 917 100.0 △16.9 865 100.0 △5.7 

（注）正味支払保険金：元受正味保険金および受再正味保険金から回収再保険金を控除したものをい

います。 

 

●元受正味保険金 

（単位：百万円） 

年 度 

種 目 
令和 3 年度 令和 4 年度 

火 災 保 険 647 614 

介護費用保険 273 252 

その他の保険 △4 △3 

合    計 916 863 
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⑤受再正味保険金の額および回収再保険金の額 

●受再正味保険金 

（単位：百万円） 

年 度 

種 目 
令和 3 年度 令和 4 年度 

火 災 保 険 4 1 

介護費用保険 － － 

その他の保険 6 4 

合    計 11 5 

 

●回収再保険金 

（単位：百万円） 

年 度 

種 目 
令和 3 年度 令和 4 年度 

火 災 保 険 9 3 

介護費用保険 － － 

その他の保険 0 0 

合    計 9 3 

 

 

（２） 保険契約に関する指標等 

 

①契約者配当金の額 

該当ありません。 
 

②正味損害率、正味事業費率およびその合算率 

当機構は、新規契約等の引受けを行っていませんので、分母となる正味収入保険料

の額（11 ページ参照）がきわめて小さいかまたはマイナスとなるため、以下の指標が

きわめて大きくなるかまたは算出できません。このように、これらの指標は、一般の

損害保険会社の場合と異なり、保険契約に関する指標として有用なものではありませ

んが、保険業法施行規則第 59条の 2第 1項第 3号ハ関係の別表に従って掲載しました。 
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●正味損害率 

（単位：％） 

年 度 

種 目 
令和 3 年度 令和 4 年度 

火 災 保 険 － － 

介護費用保険 － － 

その他の保険 410,232.1 20,268.8 

合    計 － － 

（注）1. 正味損害率：(正味支払保険金＋損害調査費)÷正味収入保険料 

2. 合計の正味損害率は、正味収入保険料の合計がマイナスのため、記載 

していません。 

 
 

●正味事業費率 

（単位：百万円、％） 

年 度 

区 分 
令和 3 年度 令和 4 年度 

保険引受に係る事業費          319 339 

（保険引受に係る営業費及び一般管理費） ( 246 ) ( 270 ) 

(諸手数料及び集金費)          (  72 ) (  69 ) 

正 味 事 業 費 率          － － 

（注）1.正味事業費率：(諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費) 

÷ 正味収入保険料 

2.正味事業費率は、正味収入保険料の合計がマイナスのため、記載していません。 

 
 

●合算率 

（単位：％） 

年 度 

 

種 目 

令和 3 年度 令和 4 年度 

正味 

損害率 

正味 

事業費率 
合算率 

正味 

損害率 

正味 

事業費率 
合算率 

火 災 保 険 － － － － － － 

介護費用保険 － － － － － － 

その他の保険 410,232.1 91,084.6 501,316.7 20,268.8 7,962.0 28,230.8 

合    計 － － － － － － 

（注）合算率：正味損害率＋正味事業費率 
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③出再控除前の発生損害率、事業費率およびその合算率  

（単位：％） 

年 度 

 

種 目 

令和 3 年度 令和 4 年度 

発生 

損害率 
事業費率 合算率 

発生 

損害率 
事業費率 合算率 

火 災 保 険 134.1 65.4 199.5 215.1 80.4 295.5 

介護費用保険 124.3 23.0 147.3 146.2 27.7 173.9 

その他の保険 1,640.3 103.1 1,743.4 1,173.5 153.3 1,326.8 

合    計 133.1 49.1 182.1 191.1 60.9 252.1 

（注）1. 地震保険に係る金額を除いて記載しています。 

2. 発生損害率＝（出再控除前の発生損害額＋損害調査費）÷出再控除前の既経過保険料 

3. 事業費率＝（支払諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷出再控除 

前の既経過保険料 

4. 合算率＝発生損害率＋事業費率 

5. 出再控除前の発生損害額＝支払保険金＋出再控除前の支払備金積増額 

6. 出再控除前の既経過保険料＝収入保険料－出再控除前の未経過保険料積増額 

 

④国内契約・海外契約別の収入保険料の割合 

（単位：％） 

年 度 

区 分 
令和 3 年度 令和 4 年度 

国 内 契 約 100.0 100.0 

海 外 契 約 － － 

（注）上表は、収入保険料（元受正味保険料（除く収入積立保険料）と 

受再正味保険料の合計）について国内契約および海外契約の割合 

を記載しています。 
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⑤出再を行った再保険者の数と出再保険料の上位 5 社の割合 

 

 出再先保険会社の数 
出再保険料のうち上位 5社の 

出再先に集中している割合 

令和 3 年度 １ 100.0％ 

令和 4 年度 － － 

（注）出再先保険会社の数は、特約再保険を 1,000 万円以上出再している再保 

険者（プール出再を含む。）を対象にしています。 

 

 

⑥出再保険料の格付ごとの割合 

（単位：％） 

格付区分 Ａ以上 ＢＢＢ以上 
その他（格付なし・

不明・ＢＢ以下） 合計 

令和 3 年度 100.0 － － 100.0 

令和 4 年度 － － － － 

（注）1. 特約再保険を 1,000 万円以上出再している再保険者を対象としています。ただし、再保険プ

ールを含んでいません。 

2. 格付けは、日本格付研究所の格付けを使用しています。 

 

⑦未収再保険金の額 

（単位：百万円） 

種目計  令和 3 年度 令和 4 年度 

１ 年度開始時の未収再保険金 － － 

２ 当該年度に回収できる事由が発生した額 0 0 

３ 当該年度回収等 0 0 

４ １＋２－３＝年度末の未収再保険金 － － 

（注）地震保険に係る金額を除いています。 
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（３） 経理に関する指標等 

 

①支払備金の額および責任準備金の額 

●支払備金 

（単位：百万円） 

年 度 

種 目 
令和 3 年度 令和 4 年度 

火 災 保 険 599 729 

介 護 費 用 保 険 810 825 

そ の 他 の 保 険 40 48 

合 計 1,451 1,603 

 

●責任準備金 

（単位：百万円） 

年 度 

種 目 
令和 3 年度 令和 4 年度 

火 災 保 険 6,284 5,286 

介 護 費 用 保 険 3,998 3,906 

そ の 他 の 保 険 4 4 

合 計 10,287 9,197 

 

②責任準備金積立水準 

保険業法第 121 条第 1 項第 1 号に基づく保険計理人の確認業務の結果、令和 3 年度

および令和 4 年度において責任準備金の不足相当額が算出されました。そのため、当

該不足相当額の責任準備金を追加して積み立てています。なお、積み立てにあたって

は、「保険料及び責任準備金の算出方法書」の変更の認可を取得しました。 

 

（単位：百万円） 

年  度 令和 3 年度 令和 4 年度 

追 加 責 任 準 備 金 3,035 2,825 
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③引当金明細表 

令和 3 年度                           （単位：百万円） 

区 分 
令和 2 年度 

期末 

令和 3 年度 

増加額 

令和 3 年度減少額 令和 3 年度 

期末 
摘 要 

目的使用 その他 

貸

倒

引

当

金 

一般貸倒 

引当金 
－ － － － －  

個別貸倒 

引当金 
－ － － － －  

特定海外

債権引当

勘定 
－ － － － －  

計 － － － － －  

価格変動準備金 20 － － 7 12 
積立限度額 

による取崩 

合    計 20 － － 7 12  

 

令和 4 年度                           （単位：百万円） 

区 分 
令和 3 年度 

期末 

令和 4 年度 

増加額 

令和 4 年度減少額 令和 4 年度 

期末 
摘 要 

目的使用 その他 

貸

倒

引

当

金 

一般貸倒 

引当金 
－ － － － －  

個別貸倒 

引当金 
－ － － － －  

特定海外

債権引当

勘定 
－ － － － －  

計 － － － － －  

価格変動準備金 12 － － － 12  

合    計 12 － － － 12  

 

④貸付金償却の額 

該当ありません。 

 

⑤資本金等明細表 

該当ありません。 
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⑥損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の額の変動  

 

年   度 令和 3 年度 令和 4 年度 

増加する発生損害額の計算方法 既経過保険料×１％ 

経常利益の減少額 6 百万円 5 百万円 

（注）1. 地震保険については、ノーロス・ノープロフィットの原則に基づき、増加する発生保険金

は責任準備金の取崩し等により相殺しています。 

2. 本誌 14 ページに述べたとおり、当機構においては、一般の損害保険会社の場合と異なり、

分母となる正味収入保険料の額がきわめて小さいかまたはマイナスとなりますので、保険

業法施行規則第 59 条の 2 第 1 項第 3 号ハ関係の別表中の経理に関する指標第 5 号に規定

されている損害率の上昇による経常利益の減少額または経常損失の増加額の計算ができ

ないか、または、できたとしてもその結果は、経理に関する指標として有用なものとはな

りえません。そこで、本誌においては、上表のとおり既経過保険料の 1％に相当する額が

発生損害額として増加した場合の経常利益または経常損失の額の変動を計算することと

しました。 

 

⑦事業費（含む損害調査費） 

（単位：百万円） 

区  分 令和 3 年度 令和 4 年度 

人 件 費 31 32 

物 件 費 265 290 

税 金 0 0 

火災予防拠出金および 

交通事故予防拠出金 
－ － 

損害保険契約者保護機構

に対する負担金 
－ － 

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 72 69 

合 計 370 393 
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 （４）資産運用に関する指標等 

①資産運用の概況 

                          （単位：百万円、％）  

年 度 

 区 分 

令和 3 年度期末残高 令和 4 年度期末残高 

 構成比  構成比 

預 貯 金 2,480 94.0 1,214 89.7 

コ ー ル ロ ー ン  -  -  - - 

買 現 先 勘 定  -  -  - - 

債券貸借取引支払保証金  -  -  - - 

買 入 金 銭 債 権  -  -  - - 

商 品 有 価 証 券  -  -  - - 

金 銭 の 信 託  -  -  - - 

有 価 証 券 128 4.9 128 9.5 

貸 付 金  -  -  - - 

土 地 ・ 建 物   -   -   - - 

運 用 資 産 計 2,608 98.9 1,343 99.2 

（ 貸 倒 引 当 金 ）   -   -   - - 

総 資 産 2,637 100.0 1,354 100.0 

 

②利息配当収入の額および運用利回り 

                           （単位：百万円、％）  

年 度 

 区 分 

令和 3 年度 令和 4 年度 

 利回り  利回り 

預 貯 金  - -  -    - 

コ ー ル ロ ー ン  -    -  -    - 

買 現 先 勘 定  - -  -    - 

債券貸借取引支払保証金  -  -  -    - 

買 入 金 銭 債 権  -   -  -    - 

商 品 有 価 証 券  -    -  -    - 

金 銭 の 信 託  - -  -    - 

有 価 証 券  8 1.16 0 0.39 

貸 付 金  -   -  -    - 

土 地 ・ 建 物  -  -  -    - 

小 計  8 0.28 0 0.03 

そ の 他  -   -  

合 計 8  0  
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③海外投融資残高および構成比 

該当ありません。 

 

④海外投融資利回り 

該当ありません。 

 

⑤商品有価証券の平均残高および売買高  

該当ありません。 

 

⑥保有有価証券の種類別の残高および合計に対する構成比 

                               （単位：百万円、％）  

年 度 

 区 分 

令和3年度期末残高 令和4年度期末残高 

 構成比  構成比 

国 債   -  -    -  -  

地 方 債   -  -    -  -  

社 債  - -   - -  

株 式   128 100.0    128 100.0  

外 国 証 券  -   -   -   -  

そ の 他 の 証 券   -  -    -  -  

合 計 128  100.0 
 

128  100.0 
 

 

 

⑦保有有価証券利回り  

（単位：％） 

年 度 

 区 分 
令和 3 年度 令和 4 年度 

公 社 債 1.32  -  

株 式 0.39  0.39  

外 国 証 券 -  -  

そ の 他 の 証 券 -  -  

合 計 1.16  0.39  

 



 

 

23 

⑧有価証券の種類別の残存期間別残高 

 

  令和 3 年度期末                           （単位：百万円） 

区 分 １年以下 

１年超 ３年超 ５年超 ７年超 10年超 

合計 
３年以下 ５年以下 ７年以下 10年以下 

( 期間の定め 
のないもの 

を含む。) 

国 債 - - - - - - - 

地 方 債 - - - - - - - 

社 債 - - - - - - - 

株 式 - - - - - 128 128 

外 国 証 券 - - - - - - - 

その他の証券 - - - - - - - 

合 計 - - - - - 128 128 

 

  令和 4 年度期末                           （単位：百万円） 

区 分 １年以下 

１年超 ３年超 ５年超 ７年超 10年超 

合計 
３年以下 ５年以下 ７年以下 10年以下 

( 期間の定め 
のないもの 
を含む。) 

国 債 - - - - - - - 

地 方 債 - - - - - - - 

社 債 - - - - - - - 

株 式 - - - - - 128 128 

外 国 証 券 - - - - - - - 

その他の証券 - - - - - - - 

合 計 - - - - - 128 128 
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⑨業種別保有株式の額 

                                 （単位：千株、百万円、％）  

年 度 

区 分 

令和 3 年度期末 令和 4 年度期末 

株数 金額 構成比 株数 金額 構成比 

商 業 - - - - - -  

金 融 保 険 業 1 1 1.4 1 1 1.4  

倉 庫 ・ 運 輸 関 連 業 4 121 94.3 4 121 94.3  

不 動 産 業 0 0 0.0 0 0 0.0  

石 油 ・ 石 炭 製 品 業 1 2 2.0 1 2 2.0  

機 械 工 業 - - - - - -  

証 券 業 - - - - - -  

空 ・ 陸 運 業 - - - - - -  

建 設 業 0 0 0.0 0 0 0.0  

サ ー ビ ス 業 0 2 2.0 0 2 2.0  

そ の 他 2 0 0.4 2 0 0.4  

合 計 10 128 100.0 10 128 100.0  

 （注）1.業種別区分は、証券取引所の業種分類に準じています。 

         2.卸売業は商業として、保険業は金融保険業として記載しています。 

 

 

⑩貸付金の残存期間別の残高  

該当ありません。 

 

⑪担保別貸付金残高 

該当ありません。 

 

⑫使途別の貸付金残高および構成比 

該当ありません。 

 

⑬業種別の貸付残高および貸付残高の合計に対する割合 

該当ありません。 

 

⑭規模別の貸付金残高および貸付残高の合計に対する割合 

該当ありません。 
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⑮有形固定資産および有形固定資産合計の残高 

                                 （単位：百万円）  

年 度 

区 分 
令和 3 年度期末 令和 4 年度期末 

土 地 
営 業 用  -   -  

賃 貸 用  -   -  

建 物 
営 業 用  -   -  

賃 貸 用  -   -  

建 設 仮 勘 定  
営 業 用  -   -  

賃 貸 用  -   -  

小 計 
営 業 用  -   -  

賃 貸 用  -   -  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産                   -   1  

有 形 固 定 資 産 合 計                   -   1  
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４．責任準備金の残高の内訳 

 

令和 3 年度                           （単位：百万円） 

区 分 

種 目 

普 通 責 任  

準 備 金  

異 常 危 険  

準 備 金  
危険準備金  払戻積立金  

契約者配当  

準 備 金 
合   計  

火 災 保 険 4,433 1,850 － － － 6,284 

介護費用保険 3,998 － － － － 3,998 

その他の保険 4 0 － － － 4 

合    計 8,437 1,850 － － － 10,287 

 

 

令和 4 年度                           （単位：百万円） 

区 分 

種 目 

普 通 責 任  

準 備 金  

異 常 危 険  

準 備 金  
危険準備金  払戻積立金  

契約者配当  

準 備 金 
合   計  

火 災 保 険 3,658 1,628 － － － 5,286 

介護費用保険 3,906 － － － － 3,906 

その他の保険 4 0 － － － 4 

合    計 7,568 1,628 － － － 9,197 
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５．期首時点支払備金（見積り額）の当期末状況（ラン・オフ・リザルト）  

 

（単位：百万円） 

会計年度 
期首 

支払備金  

前期以前発生事故に

係る当期支払保険金  

前期以前発生事故に

係る当期末支払備金  

当期把握 

見積り差額 

平成 30年度 647 585 512 △450 

平成 31年度 843 840 579 △575 

令和 2 年度 777 783 623 △628 

令和 3 年度 748 701 550 △503 

令和 4 年度 687 556 563 △433 

（注）1．国内元受契約に係る出再控除前の金額です。 

2．地震保険に係る金額を除いて記載しています。 

3．当期把握見積り差額：期首支払備金－（前期以前発生事故に係る当期支払保険金＋前期

以前発生事故に係る当期末支払備金）  

 

〔事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移表について〕  

当機構では、本誌 3 ページの１．（２）で述べたとおり、新規および更改・継続契約の引受けを

行っていませんので、平均的な支払い期間が長い保険契約とされる傷害保険、自動車保険および賠

償責任保険で有効に存続している契約は、極めて少なくなっています (注 )。このため、統計的手法

による既発生未報告損害支払備金（ＩＢＮＲ備金）の見積りのために必要なデータ量に著しい制約

があります。したがって、一般の損害保険会社に求められているこれら 3 種類の保険契約に係る事

故発生からの期間経過に伴う最終損害見積額の推移表は作成しないこととしました。 

（注）令和 5 年度期首時点の保有契約件数は、3 種類の保険契約とも 0 件です。  
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６．従業員数の推移 

 

                     （単位：人） 

区分  

年度 
管理本部 事務サービス社 

平成 13年度 19 311 

平成 14年度 18 190 

平成 15年度 16 113 

平成 16年度 12 30 

平成 17年度 6 25 

平成 18年度 6 22 

平成 19年度 6 20 

平成 20年度 5 19 

平成 21年度 4 15 

平成 22年度 4 14 

平成 23年度 4 13 

平成 24年度 4 13 

平成 25年度 4 13 

平成 26年度 4 11 

平成 27年度 4 10 

平成 28年度 3 9 

平成 29年度 3 9 

平成 30年度 3 9 

平成 31年度 3 9 

令和 2 年度 3 10 

令和 3 年度 3 11 

令和 4 年度 3 9 
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７．事業費(含む損害調査費)の推移 

 

（単位：百万円） 

年度 事業費 

平成 13年度    7,174 

平成 14年度    3,899 

平成 15年度    2,710 

平成 16年度    2,008 

平成 17年度    1,493 

平成 18年度    1,201 

平成 19年度    1,114 

平成 20年度    1,161 

平成 21年度    1,139 

平成 22年度     807 

平成 23年度     646 

平成 24年度     599 

平成 25年度     544  

平成 26年度     467 

平成 27年度     358 

平成 28年度     311 

平成 29年度     305 

平成 30年度     290 

平成 31年度     298 

令和 2 年度     291 

令和 3 年度     297 

令和 4 年度     323 

（注）諸手数料及び集金費は除いています。 
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Ⅳ．当機構管理本部の運営 
 

 １．リスク管理の体制 

 （１）保険特別勘定とリスク管理 

当機構は、第一火災社から引き受けた保険契約に係る管理処分業務の遂行に当り、保険

契約者等に対する満期返れい金・解約返れい金や保険金等の金銭支払債務を履行するための

原資を確保するために保険特別勘定を設定し、保険契約者保護資金や当機構の通常業務運営

資金を管理する一般勘定とは区分して資産・負債の管理を行っています。 

 当機構の管理処分業務の遂行に当っては、本誌 3 ページに述べたとおり、新たな危険を負

担しないこと、および当機構が負担する危険を著しく変更または増加させないことを大原則

としています。 

  この考え方と同様に、保険特別勘定に属する資産の運用および管理保全に当っても、健全

な財務運営を第一とし、適切なリスク管理を行うことを基本方針としています。 

 

 （２）主要なリスクとその管理 

①保険引受リスク 

保険引受リスクとは、経済情勢や保険事故の発生率等が保険料率設定時の予測に反して

変動することにより、当保険特別勘定が損失を被るリスクのことです。 

   保険引受リスクの管理については、所定の責任準備金の積み立てを行っています。また、

これに加えて、台風等の大規模・広域自然災害に備えて、想定される損失額に対し適切な

責任準備金を積み立てています。支払備金については、合理的な予測に基づく積み立てを

行っています。必要に応じて外部専門機関のアドバイスも得ながら責任準備金および支払

備金の積み立てを行っており、保険特別勘定の残高を長期的に適正に維持するように努め

ています。 

 

②資産運用リスク 

資産運用リスクとは、市場関連リスク（金利リスク、価格変動リスク、為替リスク）、

信用リスク、流動性リスク、不動産投資リスク等により、当保険特別勘定が損失を被るリ

スクのことです。 

当保険特別勘定の運用資産は、国内株式、預貯金の円貨建資産となっており、外貨建証

券等による為替リスクや土地保有による不動産リスクは負っていません。また、運用資産

の大部分は、預貯金で保有しており、流動性リスクおよび信用リスクに配慮した資産運用

リスク管理を行っています。 

当保険特別勘定においては、慎重なポートフォリオの構築および維持こそがリスク管理

の基本であるとの認識のもと、運用の基本原則および優先順位を次のとおり定め、実施し

ています。 

 

第 1 順位 流動性の確保 

第 2 順位 健全性の維持 
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  第 3 順位 資産運用経費の低減 

  第 4 順位 資産運用リスクの集積回避（分散投資） 

   

   資産運用リスク管理に当っては、運用の意思決定、取引の執行および事務処理において、

管理本部内部の自己管理および相互牽制を基本とした管理体制としています。 

 

流動性リスクについては、流動性確保の観点から貸付・不動産を投資不適格資産として

新規資産の取得の対象から外すとともに、第一火災社から移転を受けた所有不動産全物件

を平成 13 年度中に売却したこと等、十分な流動性の確保に努めています。 

また、信用リスクについては、リスクの程度または態様等に応じた運用額の制限、総与

信額管理、信用状況の変化等のモニタリングに加え、資産の自己査定に基づいて信用格付

の定期的な確認等を実施し、信用リスク・ポートフォリオ管理の強化に努めています。 

このようにして把握した資産運用リスクの状況については、当機構理事会に随時報告す

ることとしています。 

 

資産の自己査定規程・基準の遵守状況については、自己査定実施部門以外の他部門がそ

の適正性について監査を実施する体制としています。さらに、当機構の監事監査補助業務

を委託している監査法人による照合・点検を経て、監事による厳正な監査を受けています。 

 

 

 

資産・負債の総合管理について 
 

当保険特別勘定は、保険契約の管理処分業務の遂行によって資産・負債が毎年逓減する特

性があります。保険事故の発生予測、保険契約の解約率の想定などから、負債サイドの資金

需要を予測して、これに運用資産をマッチさせて保有すると、将来の保険事故や解約の動向、

金利動向によっては、かえって資金化する時の運用費用の発生リスク（運用商品等の中途解

約費用の発生や原価割れに対する充足資金の必要性等による現在価値の減少等への対処）が

高まることも予想されます。 

また、当保険特別勘定の負債の減少が予想もつかない変動を示すことも考えられます。 

以上のような特性から、当保険特別勘定においては、流動性リスクの管理を最優先とし資

産・負債の管理を行っています。 

 
 

  ③事務リスク 

   事務リスクとは、契約事務、損害調査事務、会計事務等の事務が正確に行われなかった

事務ミスおよび事故や不正行為等の不適正行為により、当保険特別勘定がその事後対応等

のためのコストなどの損失を被るリスクです。 

   当機構としては、各種事務マニュアル、ご契約者あての書類・帳票の見直しを進めると

ともに、当機構の管理処分業務および保険特別勘定の事務処理を委託している事務サービ

ス社およびアウトソーシング先の社員等に対する自主点検・業務監査の実施、事務適正化

指導の励行によって事務水準の向上を図っています。 
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  ④システムリスク 

   システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン、誤作動、不正利用、および情報

漏洩等により、当保険特別勘定が損失を被るリスクです。 

   当機構では、管理処分業務の遂行に当り、当機構の保有する情報資産保護の基本方針で

ある「情報セキュリティポリシー」およびそれに準拠した「情報システム安全対策基準」

を制定しています。この安全対策基準に則り、システムリスク対策を順次拡充整備してき

ました。今後も、情報処理業務の委託先ともどもシステムリスク対策のレベルアップを図

っていきます。 

 

  ⑤その他のリスク 

   上記以外にも、当機構および当保険特別勘定について、評判（風評）リスク、大規模災

害リスク（保険引受リスク以外）等様々なリスクを認識しています。 

   これらについては、各所管部門を中心に対策の検討およびマニュアルの作成を行い、ま

た随時見直しを進めています。 

   その一環として、システム関係をはじめとする当機構および事務サービス社の業務・機

能に甚大な被害をもたらすおそれのある大地震等の災害が発生した場合に備えた取組、緊

急時対応、事業継続対策を定めた「災害等対応基本計画」を策定しています。 

 

 

２．法令遵守の体制 

 当機構の管理処分業務は、管理本部の管理の下で、事務サービス社へ業務委託を行い、実務

を運営していますが、次のような法令遵守の体制・内部統制のシステムとしています。 

 

管理本部においては、「コンプライアンス規程」を制定し、法令遵守体制を構築するととも

に、「内部監査規程」を制定し、内部監査人が自主点検の結果報告に基づき、「書面監査」、「実

地監査」および各組織の責任者との「対面監査」を行っています。これらを通して、各組織が

管理体制を整備し、法令等を遵守して業務を適法・適正に運営しているかどうかを確認すると

ともに、必要に応じて改善指導等を行っています。 

  

事務サービス社においても、「コンプライアンス規程」を制定するとともに、「コンプライア

ンス・マニュアル」を作成しています。 

 また、事務サービス社の各組織は、所管業務に係るマニュアル・ルール等の社内規程を整備

した上で、「業務に関する自主点検」を行っています。 

 

 当機構による管理処分業務開始から今日に至るまで、コンプライアンス上特に問題となるよ

うな事例は発生していません。今後とも、当該業務の健全かつ適切な運営のために、また、当

機構の社会性・公共性に鑑みて、組織を挙げてコンプライアンスの推進に取り組んでいきます。 
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３．健全な保険数理に基づく責任準備金の確認について 

当機構では、保険特別勘定に関し、保険計理人（外部専門機関に所属するアクチュアリーに

委嘱しています。）により、平成 19 年度から、公益社団法人日本アクチュアリー会が定め、保

険業法施行規則の規定に基づいて金融庁長官が認定した「損害保険会社の保険計理人の実務基

準」によって、責任準備金が適正に積み立てられているかどうかを確認することとしています。 

令和 4 年度の確認結果は、次のとおりです。 

（１）責任準備金について 

   １号収支分析（キャッシュフロー法）に基づく検証の結果、対象となる保険契約（地震

保険契約を除くすべての保険契約）の実施区分で、2,825 百万円の不足相当額（令和 3 年

度は 3,035 百万円の不足）が算出されました。 
 

（２）追加責任準備金の積み立てについて 

上記（１）の結果、2,825 百万円の追加責任準備金の積み立てを行いました。 

なお、積み立てにあたっては、｢保険料及び責任準備金の算出方法書｣の変更の認可を取得

しました。 
 

（３）第三分野保険契約に係るストレステスト・負債十分性テストについて 

第三分野保険契約（当機構の場合、対象となる保険種目は、介護費用保険）は、所定の 

ストレステストを実施した結果、責任準備金は、適正に積み立てられていることが確認さ 

れました。これにより、追加責任準備金の積み立ての可否を判定するための負債十分性テ

ストの実施は、不要となりました。 
 

 

キャッシュフロー法について 
 

保険契約から発生する保険金、事業費、保険料などの将来キャッシュフローの最良推計（推 

定値）を予測し、市場金利に基づくその現在価値と基準年度の責任準備金とを比較することに 

より、責任準備金の水準が十分かどうかを判断するクローズド型の分析手法を用います。 

責任準備金の水準が十分かどうかを判断するときは、原則、実施区分単位で判定します。な

お、当機構の対象保有契約の実施区分は、全て「主要実施区分」に分類されます。 

実施区分における分析単位は、基本的には算出方法書の総則に規定された保険種類ごとに分

類された責任準備金の計算単位としますが、商品特性や契約量の多寡を踏まえ、合理的と判断

されるものは分析単位を統合します。 

当機構の実際の分析における分析単位としては、①普通火災保険、②介護費用保険、③その 

他の保険の3区分としています。 

 

 
 

４．理事会による監視監督 

 管理処分業務の実施状況については、当分の間、定期的に当機構理事会に報告し、同理事会

による監視監督を受けることになっています。 
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個人情報の保護について 
 

  当機構は、個人情報保護の重要性に鑑み、また、損害保険業に対する社会の信頼をより向

上させるため、「個人情報の保護に関する法律」、「行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律」その他の法令ガイドラインおよび一般社団法人日本損害保

険協会の「損害保険会社に係る個人情報保護指針」を遵守するべく、情報資産保護の基本方

針である前述「情報セキュリティポリシー」、保険契約者情報その他各種業務情報の外部漏え

い防止等を定めた「情報管理規程」、個人情報・個人番号・特定個人情報の適正な取扱い要領

を定めた「個人情報保護規程」および個人情報、個人番号、特定個人情報に関する安全管理

措置を定めた各種取扱規程を制定しており、法令等の制定・改正の都度、新設・改定を行っ

ています。 

また、当機構の個人情報保護に関する考え方や方針を明記した「個人情報保護宣言」を制

定し、インターネットのホームページ（http://www.sonpohogo.or.jp/）に公表しています。 

 なお、当機構は、金融庁長官から認定された認定個人情報保護団体である一般社団法人日

本損害保険協会の対象事業者になっています。 

 

 

http://www.sonpohogo.or.jp/
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Ⅴ．直近の２事業年度における保険特別勘定の財産の状況  

１．計算書類 

（１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

年 度  

科 目  
令和３年度  令和４年度 

年 度  

科 目  
令和３年度  令和４年度 

（ 資 産 の 部 ）   （ 負 債 の 部 ）   

現 金 及 び 預 貯 金 2,480 1,214 保 険 契 約 準 備 金 11,739 10,800 

預 貯 金 2,480 1,214 支 払 備 金 1,451 1,603 

有 価 証 券 128 128 責 任 準 備 金 10,287 9,197 

株 式 128 128 そ の 他 負 債 98 109 

有 形 固 定 資 産 — 1 再 保 険 借 0 0 

その他の有形固定資産 — 1 外 国 再 保 険 借 76 85 

そ の 他 資 産 28 8 未 払 金 21 23 

未 収 保 険 料 0 0 特 別 法 上 の 準 備 金 12 12 

共 同 保 険 貸 — 0 価 格 変 動 準 備 金 12 12 

再 保 険 貸 0 0    

未 収 金 11 8 負 債 の 部 合 計 11,850 10,922 

預 託 金 16 — （ 純 資 産 の 部 ）   

仮 払 金 0 0 利 益 剰 余 金 △9,213 △9,568 

   その他利益剰余金 △9,213 △9,568 

   繰 越 利 益 剰 余 金 △9,213 △9,568 

      

   純 資 産 の 部 合 計 △9,213 △9,568 

資 産 の 部 合 計 2,637 1,354 負債及び純資産の部合計 2,637 1,354 
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（令和 4 年度 貸借対照表の注記） 

 

１．有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりであります。  

（１）子会社株式の評価は、移動平均法に基づく原価法によっております。  

（２）その他有価証券（市場価格のない株式等を除く。）の評価は、期末日の市場価格等

に基づく時価法によっております。  

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平

均法に基づいております。  

（３）その他有価証券のうち市場価格のない株式等の評価は、移動平均法に基づく原価法

によっております。  

 

２．有形固定資産の減価償却は、定額法によっております。  

 

３．貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準および償

却・引当基準に基づき、次のとおり計上しております。  

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事

実が発生している債務者に対する債権および実質的に経営破綻に陥っている債務者に対

する債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と

認められる額等を控除し、その残額を計上しております。  

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債

権額から担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額を控除し、

その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上してお

ります。  

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実

績率を債権額に乗じた額を計上しております。  

なお、当事業年度に関しては、引当の対象となる資産がないため、計上を行っており

ません。  

 

４．価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規

定に基づき計上しております。  

 

５．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一

般管理費等の費用は税込方式によっております。  

 

６．保険契約に関する会計処理は次のとおりであります。 

保険料、支払備金および責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険

業法等の法令等の定めによっております。 
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７．会計方針の変更 

（１）保険特別勘定の有形固定資産の減価償却方法については、従来、定率法を採用して

おりましたが、当事業年度より定額法に変更しております。これは、破綻会社から

の資産移転時に破綻会社の会計規程を引き継ぎ「定率法」を採用してまいりました

が（当機構の会計規程（8 条）を適用）、当該移転資産に係る償却資産の償却が完了

したため、当事業年度より当機構の会計規程（41 条）で定める「定額法」を採用す

ることにしたものです。これによる財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

（２）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021

年 6 月 17 日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首か

ら適用し、時価算定会計基準適用指針第 27-2 項に定める経過的な取扱いにしたがっ

て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用す

ることとしました。これによる財務諸表に与える影響はありません。 

 

８．重要な会計上の見積り 

・支払備金 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

支払備金 1,603 百万円 

 

（２）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

当機構は、保険業法第 117 条、同施行規則第 72 条および第 73 条の規定ならびに

平成 10 年大蔵省告示第 234 号に基づき、支払備金を積み立てております。 

 

①算出方法  

普通支払備金については、支払事由の発生の報告があった保険契約について、支

払事由の報告内容、保険契約の内容および損害調査内容等に基づき個別に支払見込

額を見積もっており、また、既発生未報告損害支払備金（以下「ＩＢＮＲ備金」と

いう。）については、まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に規定

する支払事由が既に発生したと認められるものについて、保険種類等の計算単位ご

とに、主として統計的手法を用いて見積もっております。なお、大規模自然災害な

どの個別性の高い損害については、個別にＩＢＮＲ備金を見積もっております。 

 

②翌事業年度の計算書類に与える影響  

法令等の改正により、保険金等の支払額や支払備金の計上額が当初の見積りから

変動する可能性があります。なお、ＩＢＮＲ備金は、過去の実績等を勘案し、適正

な保険数理に基づき積み立てておりますが、支払事由の発生について未報告である

こと等に起因する不確実性を有しております。   

 

９．有形固定資産の減価償却累計額は 0 百万円であります。 
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１０．子会社株式の額は 0 百万円であります。 

 

１１．支払備金の内訳は次のとおりであります。  

 

支払備金（出再支払備金控除前、  

（ロ）に掲げる保険を除く）            1,603 百万円 

同上にかかる出再支払備金                0 百万円 

差引（イ）                  1,603 百万円 

地震保険にかかる支払備金（ロ）             －  百万円 

   計（イ＋ロ）                 1,603 百万円 

 

１２．責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前）       7,568 百万円 

同上にかかる出再責任準備金               －  百万円 

   差引（イ）                  7,568 百万円 

その他の責任準備金（ロ)               1,628 百万円 

   計（イ＋ロ）                 9,197 百万円 

 

１３．金融商品関係に関する事項は次のとおりであります。 

（１）金融商品の状況に関する事項 

イ．金融商品に対する取組方針 

当機構は、経営破綻した損害保険会社が保有していた保険契約を引き受け、当

該保険契約の管理処分業務を行っており、資産の運用に当たっては、流動性・安

全性を最重視することを基本として運用する方針であります。 

 

ロ．金融商品の内容およびそのリスク 

当機構は、流動性確保の観点から、資産の大部分を預貯金で保有しているため、

預け先金融機関の破綻により、資金等の回収が不能になるなど、信用リスクに晒

されております。 

 

ハ．金融商品に係るリスク管理体制 

当機構においては、当機構が制定した「財産運用方法書」に従い、流動性の確

保・健全性の維持等を基本方針として適切な資産運用をし、リスク管理の徹底を

行っております。また、基本方針に基づき、「資産運用基準」および「運用資産

リスク管理規程」を制定しており、信用リスクについては、リスクの程度または

態様等に応じた運用額の制限、総与信額管理、信用状況の変化等のモニタリング

に加え、資産の自己査定に基づき信用格付の定期的な見直し等を実施し、信用リ

スク管理の強化に努めております。このようにして把握した資産運用リスクの状

況については、当機構理事会に随時報告する体制をとっております。 
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ニ．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては一定の前

提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異な

ることもあります。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

令和5年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表に含まれておりませ

ん。（(注1)参照） 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預貯金 1,214 1,214 － 

資産計 1,214 1,214 － 

 

(注1) 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 

有価証券 

非上場株式 

 

128 

資産計 128 

 

（注2）金銭債権の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 
1年以内 

1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 

預貯金 1,214 － － 

合計 1,214 － － 

 

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。 

・レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に

おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債

に関する相場価格により算定した時価 

・レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ

ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した

時価 
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・レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。 

 

・時価で貸借対照表に計上している金融商品 

（単位：百万円） 

区 分 
時  価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

現金及び預貯金 1,214 － － 1,214 

資産計 1,214 － － 1,214 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

・現金及び預貯金 

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額に近似していると考えられ

るため、当該帳簿価額を時価としております。 

 

１４．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（２）損益計算書 

(単位：百万円) 

年 度 

科 目  
令和３年度  令和４年度 

経 常 収 益 1,302 1,073 

保 険 引 受 収 益 1,279 1,044 

正 味 収 入 保 険 料 △53 △46 

支 払 備 金 戻 入 額 97 — 

責 任 準 備 金 戻 入 額 1,235 1,090 

資 産 運 用 収 益 8 0 

利 息 及 び 配 当 金 収 入 8 0 

そ の 他 経 常 収 益 14 8 

そ の 他 の 経 常 収 益 14 8 

一 般 勘 定 よ り 受 入 — 19 

経 常 費 用 1,299 1,428 

保 険 引 受 費 用 1,044 1,141 

正 味 支 払 保 険 金 917 865 

損 害 調 査 費 46 48 

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 72 69 

支 払 備 金 繰 入 額 — 151 

為 替 差 損 7 6 

資 産 運 用 費 用 — — 

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 250 274 

そ の 他 経 常 費 用 3 11 

支 払 利 息 0 0 

貸 倒 損 失 0 — 

そ の 他 の 経 常 費 用 2 11 

経常利益又は経常損失（△） 2 △355 

特 別 利 益 7 — 

特 別 法 上 の 準 備 金 戻 入 額 7 — 

価 格 変 動 準 備 金 戻 入 額 7 — 

特 別 損 失 — — 

当期純利益金又は当期純損失金（△） 10 △355 
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（令和 4 年度 損益計算書の注記） 

 

１．子会社との取引による収益（事務用機器等賃貸料）の総額は 0 百万円、 

費用（業務委託料）の総額は 44 百万円であります。  

 

 

２．正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

 

収入保険料            △38 百万円 

支払再保険料            7 百万円 

差引               △46 百万円 

 

 

３．正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。 

 

支払保険金            868 百万円 

回収再保険金            3 百万円 

差引              865 百万円 

 

 

４．諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。 

 

支払諸手数料及び集金費      70 百万円 

出再保険手数料           1 百万円 

差引               69 百万円 

 

 

５．支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。  

 

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、 

（ロ）に掲げる保険を除く）             151 百万円 

同上にかかる出再支払備金繰入額            0 百万円 

差引（イ）                    151 百万円 

地震保険にかかる支払備金繰入額（ロ）         －  百万円 

計（イ＋ロ）              151 百万円 
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６．責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

 

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前）   △868 百万円 

同上にかかる出再責任準備金繰入額           －  百万円 

差引（イ）              △868 百万円 

その他の責任準備金繰入額（ロ）          △222 百万円 

計（イ＋ロ）             △1,090 百万円 

 

 

７．利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。  

 

有価証券利息・配当金        0 百万円 

計           0 百万円 

 

 

８．一般勘定より受入は、保険業法第 270 条の 5 第 4 項に基づく保険特別勘定の

損失に係る一般勘定からの保険特別勘定への繰入れ 19 百万円であります。 

 

 

９．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。  
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（３）キャッシュ・フロー計算書 

（単位:百万円） 

年 度 

科 目  
令和３年度  令和４年度 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

当期純利益金 (△は損失金）  10 △355 

減価償却費 — 0 

支払備金の増減額（△は減少）  △97 151 

責任準備金の増減額（△は減少）  △1,235 △1,090 

価格変動準備金の増減額（△は減少）  △7 — 

利息及び配当金収入  △8 △0 

支払利息 0 0 

その他資産(除く投資活動関連､財務活動関連)の増減額(△は増加) 7 19 

その他負債(除く投資活動関連､財務活動関連)の増減額(△は減少) 9 11 

小          計 △1,322 △1,263 

利息及び配当金の受取額 12 0 

利息の支払額 △0 △0 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,309 △1,263 

   

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の売却・償還による収入  2,100 — 

資産運用活動計  2,100 — 

（営業活動及び資産運用活動計）  （790） （△1,263） 

有形固定資産の取得による支出 — △2 

投資活動によるキャッシュ・フロー  2,100 △2 

   

財務活動によるキャッシュ・フロー  — — 

現金及び現金同等物に係る換算差額  — — 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  790 △1,265 

現金及び現金同等物期首残高 1,689 2,480 

現金及び現金同等物期末残高  2,480 1,214 

 
（注 1）現金及び現金同等物の範囲  

取得日から満期日または償還日までの期間が 3 ヵ月以内の定期預金等の短期投資を含んでおります。  

（注 2）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係  

 

 
現金及び預貯金  

有価証券 

預入期間が 3 ヵ月を超える譲渡性預金  

現金同等物以外の有価証券  

現金及び現金同等物  

令和 3 年度末 
2,480 

128 

— 
 △128  

2,480 

令和 4 年度末 
1,214 

128 

— 
 △128   

1,214 
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(４) 株主資本等変動計算書 

 

令和 3 年度                                    （単位：百万円） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価･換算 

差額等 

合計 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益

剰余金 

当 期 首 残 高  △9,223 △9,223 △9,223 8 8 △9,215 

当 期 変 動 額        

当 期 純 利 益 金  10 10 10   10 

株主資本以外の項目の 

当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 
   △8 △8 △8 

当 期 変 動 額 合 計  10 10 10 △8 △8 1 

当 期 末 残 高  △9,213 △9,213 △9,213 — — △9,213 

 

令和 4 年度                                    （単位：百万円） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価･換算 

差額等 

合計 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益

剰余金 

当 期 首 残 高 △9,213 △9,213 △9,213 — — △9,213 

当 期 変 動 額       

当 期 純 利 益 金 △355 △355 △355   △355 

株主資本以外の項目の 

当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 
   — — — 

当 期 変 動 額 合 計 △355 △355 △355 — — △355 

当 期 末 残 高 △9,568 △9,568 △9,568 — — △9,568 
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２．保険業法に基づく債権 

該当ありません。 

 

 

３．時価情報等 

（１）有価証券 

①売買目的有価証券 

該当ありません。 

 

②満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当ありません。 

 

③子会社および関連会社株式で時価のあるもの 

該当ありません。 

 

④その他有価証券で時価のあるもの 

該当ありません。 

 

⑤当期に売却した満期保有目的の債券  

該当ありません。 

 

⑥当期に売却したその他有価証券  

該当ありません。 
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⑦時価評価されていない主な有価証券の内容および貸借対照表計上額  

  ａ．満期保有目的の債券    

    該当ありません。 

 

  ｂ．子会社株式および関連会社株式            （単位：百万円） 

区 分 
令和 3 年度 

（令和 4 年 3 月 31 日現在） 
令和 4 年度 

（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

子 会 社 株 式 0 0 

関連会社株式 － － 

  

  ｃ．その他有価証券                          （単位：百万円）  

区 分 
令和 3 年度 

（令和 4 年 3 月 31 日現在） 
令和 4 年度 

（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

株 式 128 128 

その他  －  － 

 

⑧当期における保有目的の変更  

  該当ありません。 

 

⑨その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額   

  該当ありません。 
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（２）金銭の信託 

  該当ありません。 

 

 

（３）デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）  

  該当ありません。 

 

 

（４）保険業法に規定する金融等デリバティブ取引  

  該当ありません。 

 

 

（５）先物外国為替取引 

  該当ありません。 

 

 

（６）有価証券関連デリバティブ取引（（７）に掲げるものを除く。）  

  該当ありません。 

 

 

（７）金融商品取引法に規定する有価証券先物取引もしくは有価証券先渡取引、外国

金融商品市場における有価証券先物取引と類似の取引（国債証券等および金融

商品取引法第 2 条第 1 項第 17 号に掲げる有価証券のうち同項第 1 号の性質を有

するものに係るものに限る。） 

  該当ありません。 

 

 

（８）暗号資産 

  該当ありません。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ディスクロージャー誌 
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